


研修会「地域包括ケアシステムにかかわる保健師の役割 パートⅡ 産業保健師交流会「産業保健と地域保健のつながり」

平成 27年 7月 11日 (土)に開催された研修会には 36名が参加しました。
平成 27年 12月 19日 (土 )、 愛知県産業保健総合支援センターのセミナーと共催した研修会に、34名 が参加

しました。

北名古屋市は日本で初めて、地域での介護予防に回想法を活用した事業 (地域回想法)を行いまし

た。小島氏から回想法を行うに至つた経緯や北名古屋モデルについて紹介がされました。

また、講演の後、「介護ラ[′芭をあなたの地域ではどのように展開すべきか」「地域の課題解決に向け

て関係機関とどのように連携していくのア)｀」をテーマに意見交換を行いました。

O 地域回想法とは
回想法を通して、身近な地域で社会資源を活用し、人の絆を育み地域の

ネットワークを広げ「町づくり」に貢献する社会参加を目指すもの。

平成 15年から健康高齢者を対象とした固想法スクール (週 1回 8回コース、1時間のグルー

プ回想を行う)を開催。スクール修了者はそのまま地域での活動隊「いさいさ隊」の隊員として任

命され地域で活動を行っている。いきいき隊は開始当初の4グループ 36人から、平成 26年に

は56グループ526人に増加し活動を広げている。

グループワークの主な意見

高齢者が話せる場所 。出かける場所としてのサロンの増設やサロン

の運営方法を検討したい。

介護予防にこだわらす、皆が集まり楽しめる場を考えていきたい。

各地区でのいろいろな機関との (コミュニティーや″△`民館等)との連携が跡要だが、ますは市

町村の中での関係部署との連携が跡要。
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働く人の健康問題は職場だけでなく、家庭や地域を含む生活場面の様プマな要因が絡み合つて発生していま

す。なぜ産業保健と地域保健のつながりが跡要なのか理解を深め、従業員の生涯を通じた健康支援について

請演をしていただきました。また、講演の後は、地域保健に従事する保健師からの活動紹介がありました。

O 地域保健と職域保健が連携して、自殺予対策や特定健診・特定保健指導

に関連した生活習慣病対策が行われてしヽるが、それ以外の分野では十分と

いう吠態に至つていない。

O 産業保健で支援が難しい日本国内の就労者 (50人未満の小規模事業所・

自営業・第一次産業・非正規雇用労働者・外国人労l動者等)への健康支援

や、胆管癌問題等の有害物質のリスク管理や健康障害 [ノも止対策が課題である。

O 人間の人生を通した健康支援には、職域保健と地域保健との連携が不可欠であり、◆後はお互いに関,い
を持ち、それぞれの不足音8分を補えるような関係の構築が跡要である。

O グループワークの主な意見
・ 職域保健と地域保健の定期的な連絡会議の開催が跡要ではないか。
・ 退職前の健康教育で、事業所所在地や社員が多く居住している地域の保健師に参加を依頼し、退職後の
生活への助言や第二の人生を考える機会づくりをする。

・ 従業員が広範囲から通勤しているため、地域との連携が難しいが、地域職域連携室のような橋渡しをす
る組織を自治体の中に設置し情報の共有化を図れたらよい。

・ 情報の共有化とプライバシーの保護について検討が跡要になると思われる。

,

公衆衛生の定義や健康の概念、ヘルスプロモーション等の保健師として活動して

いくための基本事項や地域包括ケアシステムについて話を伺いました。

・ 保健師の保健指導とは、対象の健康課題を生活の問題として取り上げ (生活の営

みに注目)、 その健康間題に対する認識を把握し対象が自己実現できるよう支援 (

生活の営みに対応)する。

・ 地域包括ケアシステムでは、「介護」、「医療」、「予呂方」という専門的なサービスと、その前提としての

「住まい」と「生活支援 。福祉サービス」が相互に関係し、連携しながら在宅での生活を支えている。
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<母平保健の立場から>(中根恵美子 愛知県健康福祉部児童家庭課)
○ 新規職員等の若い世代の男女が妊娠・出産には医学的に適齢期があること等の

正しい知識を持つた上でライフプランを者えることができるよう、県が作成した

健康教育用 DVDを活用し地域と職域が連携して取り組めたらと思う。
<介護ラ防の立場から>(内藤喜ス枝 田原市健康福祉部高齢福祉課)
O 保健・医療・福祉の連携や地域組織活動の活性化についての活動報告と、事業所においては、退職者セ
ミナー等での地域資源の活用につしヽての情報提供をしていただけるとよい。

<震災時の連携>(日高橘子 名古屋市昭和保健所)
○ 大規模災害時は平常時からの備えが跡用である。近隣自治体への B′も災訓練への参加や、地元の自治体と

事業所との連携体制づくりが跡要である。
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